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  TaxFlash Tax Indonesia / 2021年 6月 /第 11号 

 

分社化や買収の際の税務上の簿価 
 

財務大臣（MoF）は先日、PMK-561「企業の合併・統合・分社化・買収における資産移

転・調達の際の税務上の簿価の使用について」を発行しました。PMK-56は、国有企業

（SOE）の再編、新規株式公開（IPO）を行う納税者、銀行の恒久的施設（PE）に適用さ

れる分社化と買収の規則を改正しています。 

 

分社化（スピンオフ） 

 

PMK-56では、資産移転の際に税務上の簿価を適用することができる事業関連の分社

化は、以下のように行われます。 

a. 新会社を設立し、既存の会社を清算することなく、資産および負債（A&L）の一部を

新会社に移転する 

b. A&Lの一部を1つまたは複数の会社に譲渡する 

i) 新会社を設立しない 

ii) 既存の会社を清算しない、及び 

iii) 当該取引が付加価値税(VAT)法における分社化の定義に該当する‒ 新規追加 

または、 

c. 既存の会社を清算することなく、既存の2社以上の会社のA&Lの一部を譲渡し、こ

れらを1つの会社に統合する ‒ 新規追加 

 

上記(b)および(c)の税務上の簿価を適用することができる企業は以下の通りになりま

す。 

a) 政府から追加資本を得たSOEで、分社化によりSOEの持株会社を設立するもの、

または 

b) 分社化を行うSOEで、以下の場合 

i. 2021年度初頭までに再編が実施されている 

ii. 株式の譲渡が資産の売却または交換によって行われていない、 及び 

iii. 再編及び資産の譲渡が国営企業省大臣の承認を得ている 

 

 
1 財務省規則 No.56/PMK.010/2021（PMK-56） 財務省規則 No.52/PMK.010/2017の改正として、2021年 6月 4日に

公布、財務省規則 No.205/PMK.010/2018によって改正 
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事業関連の分社化に関する税務上の簿価申請はすべて譲渡企業が行う必要がありま

す。 

 

IPOを行う適格納税者については、税務帳簿価格の承認後2年以内にIPOを完了しな

ければならず、これは従来のPMKから1年延長されています。この規定はSOEに限定

されるものではありません。 

 

買収 

 

PMK-56では、以下のように、税務上の簿価適用対象を買収にも拡大しています。 

a. 銀行のPEの買収（以前は合併と表現されていた）で、そのA&Lが、資本が株式に分

割された（Perseroan Terbatas/PT）インドネシアの会社（Wajib Pajak Dalam 

Negeri/ WPDN）に移転し、PEが廃止される場合、 または 

b. 以下の要件を満たすSOEの再編の一環として、あるWPDNから別のWPDNへの

WPDNの移転 

i. WPDNの所有権が以下の条件を満たすこと 

• 完全払込済議決権付株式の50％以上を保有している、 または 

• 直接または間接的に、子会社の経営を支配する能力を有している 

ii. 被買収企業がPT企業である場合、現行の資本市場の法律および規制に従う 

iii. 21年度の初めまでに再編を実施する 

iv. 譲渡が資産の売却または交換によって行われていない、 及び 

v. 再編と資産の譲渡が国営企業省の大臣の承認を得ている 

 

(a)の事業取得に伴う税務上の帳簿価額の申請は、受け入れ企業が行い、(b)の事業

取得に伴う税務上の帳簿価額の申請は、譲渡企業が行います。 

 
 

再交渉されたアラブ首長国連邦とシンガポールの租税条約の批准―通

知書の交換待ち 

 

大統領は先日、インドネシア-アラブ首長国連邦（UAE）租税条約とインドネシア-シンガ

ポール租税条約の批准についてそれぞれPR-342 とPR-353 を発表しました。 

 

これらの租税条約はまだ発効していません。シンガポールとUAEは、まず租税条約を

批准する必要があります。その後、両国は批准通知文書を交換する必要があります。

租税条約の発効は、この交換が完了した時点で行われます。租税条約は発効した翌

年の1月1日から適用されます。 

 

インドネシア-UAE租税条約 

 

2019年7月24日、インドネシアとUAEは再交渉された租税条約に署名しました。2021

年5月5日、インドネシアはPR-34を通じて租税条約を批准しました。この条約には、以

下のようないくつかの新しい条文があります。 

a) 「技術サービス」の料金に5％の源泉徴収税を課す権利 

b) 原産国における炭化水素からの収入に対する課税権、及び  

c) 利息に対する源泉徴収税の税率を5％から7％に引き上げ 

 

 
2 大統領規則 2021年 34号（PR-34） 2021年 5月 5日発効 
3 大統領規則 2021年 35号（PR-35） 2021年 5月 11日発効 
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また、以下のような多国間条約に関連する条項を採用するための修正も行われていま

す。 

a) PEの定義の拡大 

b) 「目的の原則のテスト」の導入、 及び 

c) キャピタルゲイン課税に関する権利についての変更 

  

インドネシア・シンガポール租税条約 

 

2020年2月4日、インドネシアとシンガポールは再交渉された租税条約に署名しました。

2021年5月11日、インドネシアはPR-35を発行して租税条約を批准しました。租税条約

の変更の詳細については、TaxFlash No.02/2020 をご参照ください。 

 

特定の納税者のための記録と記帳 

 

国税通則法（Ketentuan Umum dan Tata Cara Perpajakan/KUP）に基づき、ビジネ

スやフリーランスの活動を行う個人は「帳簿」をつける必要があります。しかし、特定の

個人納税者は、「記録」（pencatatan）を行うだけでよいとされています。 

記録 

GR-94 では、「記録」の対象となる個人納税者を拡大しています。 

a. 年間総売上高が 48億ルピア未満のビジネスまたはフリーランスの活動を行ってお

り、純利益および税金の計算にみなし法の使用が認められている者（「みなし法納

税者」） 

b. ビジネスまたはフリーランスの活動を行っていないもの、例えば従業員。 または 

c. 一定の基準を満たすもの（「一定基準納税者」）‒ 新規追加 

 

上記(c)について、PMK-545では 以下のような個人を対象としています。 

a) ビジネスまたはフリーランスの活動を行っている、または 

b) 最終的な課税対象または非課税対象となる総売上高が、1年間で 48億ルピア以

下 

 

上記(a)から(c)のすべての納税者は、通常の課税対象であるビジネス／フリーランス活

動以外の総収入（および控除可能な費用）、および最終的な課税対象または非課税対

象の総収入を記録しなければなりません。(a)の納税者は、通常の税金の対象となるビ

ジネス/フリーランス活動からの総売上高についても記録しなければなりません。 

 

GR-9で新たに追加された納税者の基準は、FY21から記録を開始することができま

す。 

 

 

現金主義の記帳 

 

また、PMK-54では、2022年度（FY22）から「発生主義」ではなく「現金主義」の記帳を

適用できる納税者の基準を示しており、以下のような納税者を対象としています。 

a. 小規模・零細企業向けの会計基準に基づき記帳を実施する商業的な資格を有する

者、および 

 
4 政府規則 2021年 9号(GR-9) 2021 年 2 月 2 日公布・発効 
5 財務大臣規則 No.54/PMK.03/2021 (PMK-54)  2021 年 6 月 2 日公布・発効 

 

https://www.pwc.com/id/en/taxflash/assets/japanese/2020/taxflash-2020-02-jpn.pdf
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b. みなし法に該当する個人、記帳の実施を選択した特定の基準納税者、または年間

総売上高が 48億ルピア未満の法人納税者 

 

現金主義から発生主義への変更、また反対に、発生主義から現金主義への変更は、1

回に限り、行うことができます。22年度から記帳を維持している個人は、将来の年度に

記録を使用したり、みなし法ベースを使用することはできません。 

 

通知 

 

みなし方式納税者のみが、みなし方式を利用して「記録」を行うための届出を行う必要

があります。現金主義による記帳を希望する納税者は、毎年届出を行う必要がありま

す。届出の時期と手続きについては、PMK-54に記載されています。 

 

 

税務に関する電子署名 

 

財務省は PMK-636 を発行し、納税者と税務総局（DGT）の電子署名のルールを規定

しました。 

 

PMK-63では、2つのカテゴリーの eSignを紹介しています。 

a. 認定された eSign 

この eSignは、通信・情報技術省（Kementerian Komunikasi dan 

Informatika/Kominfo）に登録され、財務省から電子証明（Electronic Certificate・

EC）プロバイダーとして指定されたプロバイダーが発行する ECを使用する 

b. 認定されていない電子署名 

この電子署名は、DGT が発行した認証コードを使用する 

 

納税者は、DGT に関連する税務上の権利と義務について、いずれかの eSign を使用

することができます。それぞれの eSignは、DGTによってさらに規定される特定の電

子文書に適用されます。eSignを取得するためには、納税者は PMK-63に記載されて

いる方法で申請書を提出するか、または DGTに手動で提出する必要があります。 

 

eSignが完了した電子文書は、DGTのウェブサイト、コンタクトセンター、または DGT

システムに統合された他のウェブサイト・アプリケーションを通じて提出することができ

ます。DGTは、書類の提出が完了した時点で、電子受領書を発行します。有効な

eSignで完成した電子文書は、マニュアルサインで完成したハードコピーの文書と同じ

法的効力を持ちます。 

 

 

電子的な税務判断、税額査定、徴税通知などの発行に関しては、DGTは DGTのウェ

ブサイト、納税者への直接電子メール、または DGTシステムに統合された他のウェブ

サイト・アプリケーションを通じて、関連する納税者に通知します。 

 

DGTが発行する現行の電子納税用識別子（EC、EFIN、Verification Code）は、2022

年 12月 31日まで有効です。eSignの適用に関する詳細な手続きは、DGT規則によ

って規定されます。  

 
6 財務大臣規則 No.63/PMK.03/2021 (PMK-63) 2021 年 6 月 8 日公布・発効 
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